
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

●マイナンバー●マイナンバー●マイナンバー●マイナンバー法法法法とととと個人情報保護法個人情報保護法個人情報保護法個人情報保護法のののの関係関係関係関係はははは？？？？        

• マイナンバー法で規制等の対象となるのは、「特定個人情報」です。

これは、マイナンバーやマイナンバーに対応する符号をその内容に含

む個人情報のことです。特定個人情報も個人情報の一部なので、原則

として個人情報保護法が適用されます。さらに特定個人情報は、マイ

ナンバーによって名寄せなどが行われるリスクがあることから、個人

情報保護法よりも厳しい保護措置をマイナンバー法で上乗せしてい

ます。 

• 違う見方をすると、個人情報保護法は、特定個人情報はもちろん、特定個人情報に該当しない個人情報にも適用

されるということになります。 

●●●●個個個個人情報人情報人情報人情報とはとはとはとは？？？？                                                                                                                                    経済産業省資料より    

 

〈補足〉改正により、個人情報の定義も明確化されます（上記の図の個人情報の定義の明確化の部分）。 

「氏名」、「住所」、「生年月日」のほか、特定の個人を識別できるメールアドレスなども個人情報に該当します。 

●●●●個人情報保護法個人情報保護法個人情報保護法個人情報保護法のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける「「「「個人情報取扱事業者個人情報取扱事業者個人情報取扱事業者個人情報取扱事業者」」」」とはとはとはとは？？？？    

「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に供している者（国の機関、地方公共団体など

を除く）をいい、「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物であって一定のものをいいます。 

【【【【個人情報個人情報個人情報個人情報データベースデータベースデータベースデータベース等等等等にににに該当該当該当該当するするするする例例例例】】】】    

• 電子メールソフトに保管されているメールアドレス帳（メールアドレスと氏名を組み合わせた情報を入力している場合） 

• 名刺の情報について表計算ソフト等を用いて入力・整理している、名刺をルール化して整理（アルファベット順、取引先コ

ード順等）している場合 など 

【【【【個人情報個人情報個人情報個人情報データベースデータベースデータベースデータベース等等等等にににに該当該当該当該当しないしないしないしない例例例例】】】】    

• 従業者が、自己の名刺入れを他人が自由に閲覧できる状況に置いていても、他人には容易に検索できない独自の分類

方法により名刺を分類した状態である場合  

• 市販の電話帳、住宅地図、職員録、カーナビゲーションシステム など 
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改正個人情報保護法が全面的に施行される５月 30 日からは、個人情報取扱事業

者から除かれていた「取扱う個人情報が 5,000 人以下の小規模取扱事業者」も、

同法に対応する必要が生じます。今回は、基本的事項を紹介します。 

 

個人情報保護法の基本的事項（マイナンバー法との関係など） 

改正個人情報保護法②／全面施行は平成２９年５月３０日 



 

    

例年、雇用関係の助成金の大幅な改正は4月に行われますが、今年度は9月から開かれていた臨時国会において助成金

に関する補正予算が組まれたことを受け、助成金の新設・見直しが行われました。 

 

 

 

高年齢者雇用安定法に基づき、65歳未満の定年を定めている企業においては、従業員本人が希望すれば原則として

65歳まで継続して働くことのできる仕組みの導入が義務付けられています。しかし調査によると、まだまだ多くの会

社が60歳定年としつつ、再雇用制度等により65歳まで働ける仕組みとしています。 

 

 

この現状を踏まえ、今回の助成金では、平成28年10月19日以降に、労働協約または就業規則に、次の①から③まで

のいずれかに該当する新しい制度を定め、実施した事業主に対し、その内容に応じた助成金が支給されます。 

 

 

 

 

対象となる企業の要件は、①から③の制度を規定する際に経費を要した事業主であり支給申請

日の前日において、1年以上継続して雇用している60歳以上の雇用保険被保険者が1人以上いるこ

ととなっています。この他にも細かな要件がありますので、当事務所までお問合せください。 

 

 

 

65656565歳歳歳歳へのへのへのへの定年引上定年引上定年引上定年引上げげげげ    100100100100万円万円万円万円    

66666666歳以上歳以上歳以上歳以上へのへのへのへの定年引上定年引上定年引上定年引上げまたはげまたはげまたはげまたは定年定年定年定年のののの定定定定めのめのめのめの廃廃廃廃止    120120120120万円万円万円万円    

希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員をををを66666666歳歳歳歳からからからから69696969歳歳歳歳までまでまでまで継続雇継続雇継続雇継続雇用するするするする制度制度制度制度のののの導導導導入    60606060万円万円万円万円    

希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員をををを70707070歳以上歳以上歳以上歳以上までまでまでまで継続雇継続雇継続雇継続雇用するするするする制度制度制度制度のののの導導導導入    80808080万円万円万円万円    

 

最近は深刻な人材不足の状況となっていますが、特に中小企業においては実質的に全従業員が65歳まで雇用されて

いるような状態が多いのではないかと思います。今回の助成金を検討される場合は、当事務所にお尋ねください。 

 

 

•  

•  

• 徳島県の健康保険の保険料率は据置き、介護保険の保険料率は引上げとなります。 

    平成平成平成平成 28282828 年年年年 3333 月月月月（（（（4444 月納付分月納付分月納付分月納付分））））までまでまでまで    平成平成平成平成 29292929 年年年年 3333 月月月月（（（（5555 月月月月 1111 日日日日納付分納付分納付分納付分））））からからからから        

健康保険料率健康保険料率健康保険料率健康保険料率    給与給与給与給与・・・・賞与賞与賞与賞与のののの 10.1810.1810.1810.18％％％％    給与給与給与給与・・・・賞与賞与賞与賞与のののの 10.1810.1810.1810.18％％％％    据置据置据置据置きききき    

介護保険料率介護保険料率介護保険料率介護保険料率    給与給与給与給与・・・・賞与賞与賞与賞与のののの 1.581.581.581.58％％％％    給与給与給与給与・・・・賞与賞与賞与賞与のののの 1.651.651.651.65％％％％    引上引上引上引上げげげげ    

 

 

☆「２月は逃げる、３月は去る」といわれるように、年度末のこの時期は毎年慌ただしく過ぎていきますね。

慌ただしさの原因の１つは、色々な改正情報が次々に出てくること。健康保険料率は今年、徳島は据え置

きになりましたが、介護保険料は 1.58％から 1.65％に引き上げとなり、香川県の健康保険料も引き上げ

られています（香川県:10.15％⇒10.24％）。給与計算で当月控除の事業所は保険料の変更をお忘れなく。 

☆ 助成金の改正情報も、毎年この時期に出てきますが、今年度は昨年１０月に改正があり、今回ご紹介した

「６６６６5555 歳超雇用歳超雇用歳超雇用歳超雇用推進推進推進推進助成金助成金助成金助成金」などがすでに登場しています。また、今話題の働き方改革のための助成金「職職職職

場意識改善助成金場意識改善助成金場意識改善助成金場意識改善助成金    勤務間インターバル導入コース勤務間インターバル導入コース勤務間インターバル導入コース勤務間インターバル導入コース」などのニューフェイスも登場。この助

成金の要件は就業規則等において「終業から次の始業まで 9 時間以上の休息時間を確保する

ことを定めていること」。まずは事業計画が必要ですので、詳しくはお問い合わせください。 

あとがき◆つちはし事務所よりあとがき◆つちはし事務所よりあとがき◆つちはし事務所よりあとがき◆つちはし事務所より    

        最高最高最高最高 120120120120 万円万円万円万円がががが支給支給支給支給されるされるされるされる 65656565 歳超雇用推進助成金歳超雇用推進助成金歳超雇用推進助成金歳超雇用推進助成金    

新情報新情報新情報新情報！！！！    

助成金助成金助成金助成金情報情報情報情報！！！！    

協会協会協会協会けんぽけんぽけんぽけんぽ徳島支部保険料率変更徳島支部保険料率変更徳島支部保険料率変更徳島支部保険料率変更（（（（平成平成平成平成２９２９２９２９年年年年３３３３月分月分月分月分、、、、5555 月月月月 1111 日日日日納付分納付分納付分納付分よりよりよりより））））    

1.1.1.1.現状現状現状現状のののの定年年齢定年年齢定年年齢定年年齢のののの定定定定めめめめ    

2.2.2.2.支給対象支給対象支給対象支給対象となるとなるとなるとなる事業主事業主事業主事業主のののの主主主主なななな要件要件要件要件    

①旧定年年齢を上回る65歳以上への定年引上げ 

②定年の定めの廃止 

③旧定年年齢および継続雇用年齢を上回る66歳以上の継続雇用制度の導入 

3.3.3.3.支給支給支給支給されるされるされるされる助成金額助成金額助成金額助成金額    

社労士など専門家に

相談することが助成

金の要件にもなって

います。まずは、お問

い合わせ下さい 


